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【公表番号】特表2010-529369(P2010-529369A)
【公表日】平成22年8月26日(2010.8.26)
【年通号数】公開・登録公報2010-034
【出願番号】特願2010-512227(P2010-512227)
【国際特許分類】
   Ｆ０１Ｎ   3/28     (2006.01)
   Ｂ０１Ｄ  53/86     (2006.01)
   Ｂ０１Ｊ  33/00     (2006.01)
   Ｃ０９Ｊ   7/02     (2006.01)
   Ｃ０９Ｊ   1/00     (2006.01)
【ＦＩ】
   Ｆ０１Ｎ   3/28    ３１１Ｎ
   Ｂ０１Ｄ  53/36    ＺＡＢＣ
   Ｂ０１Ｊ  33/00    　　　Ｇ
   Ｃ０９Ｊ   7/02    　　　Ｚ
   Ｃ０９Ｊ   1/00    　　　　
   Ｆ０１Ｎ   3/28    ３１１Ｐ

【手続補正書】
【提出日】平成23年4月26日(2011.4.26)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　無機繊維を含み、第１及び第２の相対する主表面を有するマウント材料と、
　前記第１の主表面の少なくとも一部分に隣接して前記マウント材料の上に内部方向に配
置されるが、前記マウント材料の全体にわたって広がらない、熱的に活性化可能な接着剤
層と、を含み、
　次の化学式
　（Ｍm+）d（（ＺpＯq（ＯＨ）r）

n-）e・（Ｈ2Ｏ）f

　〔式中、各Ｍm+は、独立して、Ｈ+以外のカチオン種を表し、正電荷ｍ＋を有し、
　（ＺpＯq（ＯＨ）r）

n-は電荷ｎ－を有する種を示し、Ｚはホウ素を表し、更に式中：
　ｆは０以上の実数であり、
　ｄ、ｎ、ｑ及びｒは０以上の整数であり、
　ｅ、ｍ及びｐは１以上の整数であり、並びに、
　ｄ×ｍはｅ×ｎに等しい。〕で表わされる少なくとも１つの化合物が、乾燥重量基準で
、該熱的に活性化可能な接着剤の大部分を占め、かつ
　可撓性である、
固定可能なマウント材料。
【請求項２】
　ハウジングと、
　前記ハウジング内に配置される汚染防止要素と、
　前記ハウジングに隣接して、又は前記ハウジング内に配置された請求項１に記載の固定
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可能なマウント材料と、を含む汚染防止装置。
【請求項３】
　請求項１に記載の固定可能なマウント材料を、汚染防止要素がその中に配置されたハウ
ジングに隣接して、又はハウジング内に配置することを含む、汚染防止装置の製造方法。
【請求項４】
　無機繊維と複数の主表面を含み、該複数の主表面が第１の主表面を含む、マウント材料
を提供することと、
　液体溶媒に溶解した熱的に活性化可能な接着剤を含む乾燥可能な溶液を、前記第１の主
表面に隣接する前記無機繊維に適用することと、
　前記乾燥可能な溶液を実質的に乾燥して、前記第１の主表面に隣接して内部方向に配置
されるが、前記マウント材料の全体にわたって広がらない前記熱的に活性化可能な接着剤
を含む層を提供することを含み、
　次の化学式
　〔（Ｍm+）d（（ＺpＯq（ＯＨ）r）

n-）e・（Ｈ2Ｏ）f

　（式中、各Ｍm+は、独立して、Ｈ+以外のカチオン種を表し、正電荷ｍ＋を有し、
　（ＺpＯq（ＯＨ）r）

n-は電荷ｎ－を有する種を示し、Ｚはホウ素であり、更に式中：
　ｆは０以上の実数であり、
　ｄ、ｎ、ｑ及びｒは０以上の整数であり、
　ｅ、ｍ及びｐは１以上の整数であり、並びに、
　ｄ×ｍはｅ×ｎに等しい。〕で表わされる少なくとも１つの化合物が、乾燥重量基準で
、前記熱的に活性化可能な接着剤の大部分を占め、かつ
　可撓性である、固定可能なマウント材料を製造する方法。
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